
介 護 付 有 料 老 人 ホ ー ム ア ム ー ル 新 宮 　 入 居

契 約 兼 特 定 施 設 利 用 契 約

重 要 事 項 説 明 書

記入年月日 平成 ２ ７年　 ８月 １日

記入者名 鈴木三紀夫

所属 ・ 職名 施設長

1 ．事業主体概要

種類 個人／法人

※法人の場合、 その種類 営利法人

名称 （ ふ り が な ） か ぶ し き か い し ゃ と ー あ こ ー ぽ れ ー し ょ ん

株式会社 トーアコーポレーシ ョ ン

主たる事務所の所在地 〒 671-1545 　兵庫県揖保郡太子町岩見構 ５ ８ ５ ‐ １

連絡先 電話番号 ０ ７ ９ ‐ ２ ７ ７ ‐ ２ ２ ５ ２

Ｆ Ａ Ｘ番号 ０ ７ ９ ‐ ２ ７ ７ ‐ １ ５ ７ １

ホームページア ド レス なし

代表者 氏名 黒田秀規

職名 代表取締役

設立年月日 平成 １ ４年　 ９ 月 ２ ４日

２ ．有料老人ホーム事業の概要

（ 住まいの概要 ）

名称 （ ふ り が な ） か い ご つ き ゆ う り ょ

う ろ う じ ん ほ ー む あ む ー る し ん ぐ



う

介護付有料老人ホームアムール新

宮

所在地 〒 679-4313 　兵庫県たつの市新宮
町新宮 ５ ５ ５

主な利用交通手段 最寄駅 Ｊ Ｒ姫新線　播磨新宮

交通手段と所要時間 ①電車利用の場合

・ Ｊ Ｒ姫路駅から姫新線に

乗車して ３ ０ 分の 「播磨新

宮駅

から徒歩 ７分

②車利用の場合

・ 国道 ２号線姫路龍野バイ

パスの福田ランプから国道

１ ７ ９号線を北上後 「船

渡」 交差点よ り約 ２ . ０ km

の 「新宮三差路」 交差点を

直進して約 ４ ０ ０ mの 「播

磨新宮郵便局」 手前を左折

した目の前の施設

連絡先 電話番号 ０ ７ ９ １ ‐ ７ ５ ‐ ５ ５ ５ ８

Ｆ Ａ Ｘ番号 ０ ７ ９ １ ‐ ７ ５ ‐ ５ ５ ５ ７

ホームページア ド レス http://www.a-shingu.com

管理者 氏名 鈴木三紀夫

職名 施設長

建物の竣工日 平成 １ ８年 １ ０ 月 １ ５日

有料老人ホーム事業の開始日 平成 １ ９年　 ２ 月 　 １日

（ 類型 ）



１ 　介護付 （ 一般型特定施設入居者生活介護を提供する場合 ）

２ 　介護付 （ 外部サービス利用型特定施設入居者生活介護を提供する場合 ）

３ 　住宅型

４ 　健康型

１又は ２ に

該当する場

合

介護保険事業者番

号

特定施設入居者生活介護事業所　兵庫県

2873600619号
介護予防特定施設入居者生活介護事業所　兵庫県

2873600619号

指定した自治体名 兵庫県

事業所の指定日 平成 １ ９年　 ２月 　 １ 日

指定の更新日 （ 直

近 ）

平成 ２ ５年 　 ２月 　 １ 日

３ ．建物概要

土地 敷地面積 ３ , ７ ２ ０ . １㎡

所有関係 １ 　事業者が自ら所有する土地

２ 　事業主が賃貸する土地

抵当権の

有無

１ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

契約期間 １ 　 あ り

（ 平成15年 6 月20日～平成 49年 6
月19日 ）
２ 　 なし

契約の自

動更新

１ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

建物 延床面積 全体 ４ , ９ ３ １ . ９ ３㎡

う ち 　老

人ホーム

４ , ９ ３ １ . ９ ３㎡



耐火構造 １ 　耐火構造物

２ 　準耐火構造物

３ 　 その他 （ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

構造 １ 　鉄筋コン ク リー ト造

２ 　鉄骨造

３ 　木造

４ 　 その他 （ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

所有関係 １ 　事業者自らが所有する建物

２ 　事業者が賃貸する建物

抵当権の

有無

１ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

契約関係 １ 　 あ り

（ 　 　年 　月　日～ 　 　年 　月  

日 ）

２ 　 なし

契約の自

動更新

１ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

居室の状

況

居室区分

１ 　全室個室 （ 夫婦居室を含む ）

２ 　相部屋あ り

最小 人部屋

最大 人部屋

ト イ レ 浴室 面積

戸数 ・ 室

数 区分※

介護居室

タ イプ

有／無 有／無 最小

24.05
㎡ (1 室 )

～最大

30.26

㎡ (1 室 ) 、
最多

28.61

３ ０室 介護居室

個室



㎡ (20

室 )

28.61
㎡

 1 室 一時介護

室

Ａ タ イプ 有／無 有／無 28.50

㎡

27室 一般居室

個室

Ｂ タ イプ 有／無 有／無 28.54
㎡

2 室 一般居室

個室

C タ イプ 有／無 有／無 39.10

㎡

 1 室 一般居室

個室

Ｄ タ イプ 有／無 有／無 56.00
㎡

 4 室 一般居室

個室

E タ イプ 有／無 有／無 61.02

㎡

1 室 一般居室

個室

Ｆ タ イプ 有／無 有／無 59.21
㎡

1 室 一般居室

個室

Ｇ タ イプ 有／無 有／無 56.14

㎡

1 室 一般居室

個室

Ｈ タ イプ 有／無 有／無 66.05
㎡

1 室 一般居室

個室

Ｉ タ イプ 有／無 有／無 50.34

㎡

1 室 一般居室

個室

Ｊ タ イプ 有／無 有／無 47.42
㎡

1 室 一般居室

個室

※ 「一般居室個室」 「一般居室相部屋」 「介護居室個室」 「介護居室相部屋」 「一時介

護室」 の別を記入。

なお、 Ｄ タ イプ～ Ｊ タ イプの居室 （ １ ０室 ） は、 「夫婦居室

に対応しています。



共用施設 共用便所

における

便房

９ ヶ所 う ち男女

別の対応

可能な便

房

４ ヶ所

う ち車椅

子等の対

応が可能

な便房

５ ヶ所

共用浴室 個室 ０ ヶ所

大浴場 ２ ヶ所

共用浴室

における

介護浴室

１ ヶ所 チ ェアー

浴

１ ヶ所

リ フ ト浴 ０ ヶ所

ス ト レ ッ

チ ャー浴

１ ヶ所

その他

（ 介助浴

槽／個

浴 ）

１ ヶ所

食堂 １ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

入居者や

家族が利

用でき る

調理施設

１ 　 あ り 　  （  ３ ヶ所  ）

２ 　 なし

エレベー

ター

１ 　 あ り （ 車椅子対応 ）

２ 　 あ り （ ス ト レ ッ チ ャー対応 ） （  ２機  ）

３ 　 あ り （ 上記 １ ・ ２ に該当しない ）

４ 　 なし

消防用設 消火器 １ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし



備等 自動火災

報知機

１ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

火災報知

設備

１ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

スプ リ ン

ク ラー

１ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

防火管理

者

１ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

防災計画 １ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

その他 【共用施設】 各階共通 ： ケアステーシ ョ ン、 洗濯室 （ 洗濯機設置 ） 、 汚物

処理室

１階部分 ： 風除室、 エン ト ラ ンスホール、 メールルーム （ 全室分 ） 、 メ イ

ンダイニングルーム （ 52席 ） 、 大 ・ 小浴室、 便所 （ 男女別 ト イ レ、 身障者

用 ト イ レ ） 、 理美容室、 健康管理室、 家族面談室、 機能回復訓練室 （ 和室

兼用 ） 、 娯楽室 （ カ ラオ ケ室兼映画室 ） 、 談話室 （ 応接室 ） 、 会議室

（ サークル教室兼用 ） 、 事務室、 宿直室、 厨房 （ 材料加工室、 調理室、 洗

浄室、 検品室、 食品庫 ） 、 厨房事務室、 更衣室

２階部分 ： 多目的ルーム （ 機能回復訓練室兼用 ） 、 第 1 ～ 3 共同生活室

（ 各10席 ） 、 身障者用 ト イ レ ・ 洗面設備、 一時介護室

３階部分 ： ラ ウンジ、 談話コーナー、 ゲス ト ルーム （ 有料 ）

その他 ： テ ラ ス、 駐車場 （ 有料 ） 、 グ ラ ン ド ゴルフ場 （ ホーム敷地に隣

接 ： 無料 ）

【設備状況】 エレベーター ２機 （ ス ト レ ッ チ ャーに対応 ） 、 オ ゾン発生装

置によ る脱臭 ・ 除菌設備 （ 共用の廊下 ・ ト イ レ及び各居室の ト イ レに配

管 ） 、 テレビ共同アンテナ、 マ ッサージ器、 自動販売機、 オール電化仕様

※ 建物内禁煙

４ 　 サービスの内容

運営に関する方針 『安心 ・ 安全 ・ 快適な生活』 を送っていただ く

こ とに努めてまい り ます。 そのために、 プラ イバ

シーを確保する全室個室や階別に入居者の状態に

合った生活ゾーンを構成しています。 例えば、 １

階は胃ろ う造設の方 ・ 痰の吸引の多い方 ・ 在宅酸



素や点滴の医療的な処置の多い方等、 ２階は介護

を多 く 必要と される方や認知症の方で不穏な方 ・

目が離せない方、 ３階は自立の方 ・ 軽度の支援の

必要な方やご夫婦でご入居したい方とい う具合で

す。

サービスの提供内容に関する特色 　 ２ ４ 時間看護職員が常駐して、 嘱託医 と ２ ４時

間連携でき る体制を構築しています。 ですから、

ター ミ ナルケアや看取 り対応 も 可能にな り、 終身

入居が可能にな り ます。

　理学療法士 も 週に ４日程度勤務して、 希望者を

中心に リ ハビ リ マシーンを使った機能維持訓練や

必要に応じて個別 リ ハビ リ も 実施しています。

　食事は直営の調理と栄養管理ですから、 新鮮な

食材を使い、 糖尿病食 ・ 腎臓病食等の治療食にも

対応して、 食事量の低下時の代替え食の提供も 素

早 く 実施しています。 また、 パン食やごはん食の

選択や食器 も でき る限 り陶器を使って、 ご自宅で

食事される雰囲気づ く り に心がけています。

　日常の生活を支援するために、 手芸教室 ・ 書道

教室 ・ カ ラオ ケ教室 （ 毎週 ） の開催、 買い物ツ

アー （ 要介護者は毎週、 自立者は隔週 ） 、 自立者

の外食ツアー （ 毎月 ） 、 月に １～ ２回の理美容

サービス （ 有料 ） も行っています。

入浴、 排せつ又は食事の介護 １ 　自ら実施　 ２ 　委託 　 ３ 　 なし

食事の提供 １ 　自ら実施　 ２ 　委託 　 ３ 　 なし

洗濯、 掃除等の家事の提供 １ 　自ら実施　 ２ 　委託 　 ３ 　 なし

健康管理の供与 １ 　自ら実施　 ２ 　委託 　 ３ 　 なし

安否確認又は状況把握サービス １ 　自ら実施　 ２ 　委託 　 ３ 　 なし

生活相談サービス １ 　自ら実施　 ２ 　委託 　 ３ 　 なし

（ 介護サービスの内容 ）

特定施設入居者生活 個別機能訓練加算 １ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし



介護の加算の対象と

なるサービスの体制

の有無

夜間看護体制加算 １ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

医療機関連携加算 １ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

看取 り介護加算 １ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

認知症専門ケア加

算

（ Ⅰ ） １ 　 あ り 　 　 ２  

なし

（ Ⅱ ） １ 　 あ り 　 　 ２  

なし

サービス提供体制

強化加算

（ Ⅰ ） イ １ 　 あ り 　 　 ２  

なし

（ Ⅰ ） ロ １ 　 あ り 　 　 ２  

なし

（ Ⅱ ） １ 　 あ り 　 　 ２  

なし

（ Ⅲ ） １ 　 あ り 　 　 ２  

なし

人員配置が手厚い介

護サービスの実施の

有無

１ 　 あ り （ 介護 ・ 看護職員の配置率 ）

２ . ５ ： １

２ 　 なし

（ 医療連携の内容 ）

医療支援

※複数選択可

１ 　救急車の手配

２ 　入退院の付き添い

３ 　通院介助

４ 　 その他 （  必要に応じた病状説明の立ち合い、 一時的な医

療費の立替え  ）

協力医療機関 １ 名称 八重垣病院 （ ホー

ムから 2.0km ）



住所 兵庫県たつの市新

宮町井野原 ５ ３ １

番地 １

診療科目 外科、 内科、 消化

器外科、 皮膚科、

眼科、 整形外科、

リ ハビ リ テーシ ョ

ン科、 放射線科、

麻酔科

協力内容 救急病院と して緊

急時の対応に協力

する。 ただし、 医

療費その他直接か

かる費用は入居者

が負担する。

２ 名称 堀田医院 （ ホーム

から 6.1km ）

住所 兵庫県たつの市新

宮町千本 １ ９ １ ８

番地 １

診療科目 内科、 整形外科、

リ ハビ リ テーシ ョ

ン科

協力内容 嘱託医 と して、 健

康管理室にて週 １

回入居者の健康相

談を実施する。 た

だし、 採血 ・ 点

滴 ・ その他医療行

為に伴 う費用等は

入居者が負担する。

３ 名称 井上ク リ ニ ッ ク

（ ホームから



8.5km ）

住所 兵庫県宍粟市山崎

町御名 ３ ７番地 １

診療科目 内科、 外科、 循環

器内科、 在宅診療

科

協力内容 嘱託医 と して、 健

康管理室にて週 １

回入居者の健康相

談を実施する。 た

だし、 採血 ・ 点

滴 ・ その他医療行

為に伴 う費用等は

入居者が負担する。

協力歯科医療機関 名称

住所

協力内容

（ 入居後に居室を住み替える場合 ）

入居後に居室を住み

替える場合

※複数選択可

１ 　一時介護室へ移る場合

２ 　介護居室へ移る場合

３ 　 その他 （  １階一般居室へ移る場合  ）

判断基準の内容 ・ ホームが指定する医師 （ 嘱託医またはかか りつけ医等 ） の意

見を聴 く

・ 入居者の意思を確認する

・ 身元引受人の意見を聴 く

手続きの内容 ・ 緊急やむを得ない場合を除いて、 一定の経過観察期間を置 く

・ 住み替え後の居室及び権利の変動、 居室の専用面積の変更に

伴 う費用負担の増減又は費用調整の有無、 提供する介護サービ



ス等の変更内容等について、 入居者および身元引受人に説明す

る

・ 入居者または身元引受人の同意を得る

追加的費用の有無 １ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

居室利用権の取 り扱

い

１ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

前払金償却の調整の

有無

１ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

従前の居室

との仕様の

変更

面積の増減 １ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

便所の変更 １ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

浴室の変更 １ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

洗面所の変

更

１ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

台所の変更 １ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

その他の変更 １ 　 あ り （ 変更内容 ）

中扉、 鍵、 下足入

れ、 収納スペース 、

ミ ニ冷蔵庫

２ 　 なし

（ 入居に関する要件 ）

入居対象者と なる者 自立している者 １ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

要支援の者 １ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

要介護の者 １ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

留意事項 当ホームに入居でき る要件は、 次のとお りです。

①概ね ６ ５歳以上の方で、 健康な方及び支援又は介護の



必要な方

②健康保険及び介護保険に加入の方

③管理費、 食費、 その他入居者が支払 うべき費用を支払

える方

④当ホームの運営主旨をご理解いただき、 他の入居者と

協調した生活ができ る方

⑤社会生活上又は共同生活上問題行動及び支障のない方

⑥当ホームで対応困難な医療行為又は精神疾患のない方

⑦反社会的勢力の関係者でない方または関係する こ との

ない方

⑧前各号の要件を満たす入居者である こ と を保証でき る

身元引受人を立てられる方 （ 但し、 ホームが指定する身

元引受人を除 く ）

契約の解除の内容 ( １ ) 入居者からの契約解除

入居者からの解約の要件は、 次のとお り とする。

①入居者は事業者に対して、 別に定める解約届を退去す

る日の ３ ０日前までに提出する こ とによ り 、 入居に関し

て解約する こ とができ る。 但し、 逝去のと きは ３ ０ 日以

内に居室を明け渡すものと し、 明け渡した日を も って解

約した ものとする。

②入居者の居室は、 前項の解約日までに事業者に明け渡

すものとする。 なお、 明け渡しの期日を過ぎた場合はそ

の期日よ り ６ ０ 日を過ぎた時点で居室内に残された所有

物等の所有権は放棄した ものとみなし、 事業者において

入居者の負担で適宜処分でき る。

③入居者が前項の解約届を提出せずに退去した と きは、

事業者が退去の事実を知った日の翌日から起算して ３ ０

日目を も って、 入居に関する契約を解除した ものとみな

す。

( ２ ) 事業者からの契約解除

事業者は、 入居者が次のいずれかに該当し、 そのこ と

によって入居契約を将来に亘って維持する こ とが困難と

判断される場合は、 入居に関する契約を解除でき る。

①入居時の申告に虚偽等の不正な手段によ り入居した場

合

②月額利用料その他の支払いを、 正当な理由な く 、 しば

しば遅滞した場合

③入居者、 身元引受人、 家族又は面会者等が暴力団員又

は暴力団関係者である場合



④入居に関する契約書及び契約書類 （ 管理規程等を含

む ） に記載されている禁止事項又は制限事項に違反し、

当ホームからの通告後、 一定期間を経て も尚、 改善がみ

られない場合

⑤入居者の行動が、 他の入居者又は従業員の生命に危害

を及ぼし、 又は、 その危害の切迫した恐れがあ り、 かつ

有料老人ホームにおける通常の介護方法及び接遇方法で

はこれを防止する こ とができない場合

( ３ ) 事業者が行 う 契約解除の手続き

事業者は、 前項の規定に基づ く契約の解除を次の手続

きによって行 う 。

①契約解除の通告は、 前項第 ３ 号を除き、 ９ ０ 日の予告

期間をお く

②前号の通告に先立ち、 入居者及び身元引受人等に弁明

の機会を与える

③前 １号の予告期間中に、 入居者の移転先の有無を確認

し、 移転先がない場合には、 入居者や身元引受人等その

他関係者及び関係機関 と協議して、 移転先の確保につい

て協力する

④前項第 ３ 号に該当する場合は、 事業者は直ちに一方的

に契約を解除でき る

⑤前項第 5 号に該当する場合は、 医師の意見を聴 く 及び

一定の観察期間をお く 等する

事業主体から解約を求める

場合

解除要項 ①入居申し込み時に虚偽の

書類を提出する等不正手段

によ り入居した と き

②月払い利用料その他の支

払いを正当な理由な く 、 し

ばしば遅滞した と き

③入居契約書第 ３条第 ４ 項

に違反した と き

④入居契約書第 ２ ０条に違

反した と き

⑤入居者の行為又は行動が 、

他の入居者又は従業員の生

命に危害を及ぼし、 又はそ

の危害が切迫する恐れがあ

り、 かつ有料老人ホームに

おける通常の介護方法及び



接遇方法ではこれを防止す

る こ とができないと判断し

た と き

解除予告期間 ９ ０日前

入居者からの解除予告期間 ３ ０日前までに 「管理規程」 に定める書面によ り提出

する。 ただし、 逝去のと きは、 書面の提出を省略でき る。

体験入居の内容 １ 　 あ り （ 内容 ： 原則と して １～ ３泊程度と し、 １泊 ２

食付 ６ , ４ ８ ０円 / 人 ）
２ 　 なし

入居定員 ８ ０ 人 （ う ち要介護者 ・ 要支援者の定員 ５ ６人 ）

その他 ゲス ト ルームの利用料金及び利用方法は、 「管理規程」

に記載。

５ ．職員体制

（ 職種別の職員数 ）

職員数 （ 実

人数 ）

常勤換算人数※

合計

常勤 非常勤

管理者 １人 １人 １人 １ . ０ 人

生活相談員 １ 人 １人 ０人 １ . ０ 人

直接処遇職

員

３ ５ 人 ２ ３人 １ ２ 人 ２ ８ . ２ 人

介護職員 ２ ９ 人 ２ ２ 人 ７人 ２ ５ . ４ 人
( 内、 自立

者対応 1.0

人を含む )



看護職員 ６人 １人 ５人 ２ . ８ 人

機能訓練指

導員

３ 人 ０人 ３人 １ . １ 人

計画作成担

当者

１人 １人 ０人 １ . ０ 人

栄養士 ２ 人 １人 １人 １ . ０ 人

調理員 ６人 ５人 １人 ５ . ７ 人

事務員 ２ 人 ２人 ０人 ２ . ０ 人

その他職員 ６人 ０人 ６人 ３ . ３ 人

１週間の う

ち、 常勤の

従業員が勤

務すべき時

間数

４ ０ 時間

※　常勤換算人数とは、 当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤

の従業者が勤務すべき時間数で除する こ とによ り 、 当該事業所の従業員の人数を常勤

の従業者の人数に換算した人数をい う 。

（ 資格を有している介護職員の人数 ）

合計

常勤 非常勤

社会福祉士 １ 人 １人 ０人



介護福祉士 １ ４ 人 １ ２ 人 ２人

実務者研修の修了者 １人 １人 ０人

初任者研修の修了者

( 内、 ( ) 内は訪問介護

員 ２級取得者 ）

１ ３ 人

（ １ ２ 人 ）

８ 人

（ ７人 ）

５ 人

（ ５人 ）

介護支援専門員 ０ 人 ０人 ０人

（ 資格を有している機能訓練指導員の人数 ）

合計

常勤 非常勤

看護師又は准看護士 １ 人 ０人 １人

理学療法士 ２ 人 ０人 ２人

作業療法士 ０ 人 ０人 ０人

言語療法士 ０ 人 ０人 ０人

柔道整復師 ０ 人 ０人 ０人

あん摩マ ッサージ指圧

師

０ 人 ０人 ０人

（ 夜勤を行 う看護 ・ 介護職員の人数 ）

夜勤帯の設定時間 （ １ ９ 時～翌 ７ 時 ）

平均人数 最少人数 （ 休憩時間等を除

く ）

看護職員 １ 人 ０人

介護職員 ３ 人 ２人



（ 特定施設入居者生活介護等の提供体制 ）

特定施設入居者生活介護の

利用者に対する看護 ・ 介護

職員の割合

契約上の職員配置比率※ a 　 １ . ５ ： １以

上

b 　 ２ . ０ ： １以

上

c 　 ２ . ５ ： １以

上

d 　 ３ . ０ ： １以

上

実際の配置比率

（ 記入日時点で利用者数 ： 常勤換

算職員数 ）

１ . ９ ： １

※広告、 パンフレ ッ ト等における記載内容に合致する ものを選択

外部サービス利用型特定施

設である有料老人ホームの

介護サービス提供体制

ホームの職員数 人

訪問介護事業所の名称

訪問看護事業所の名称

通所介護事業所の名称

（ 職員の状況 ）

管理者 他の業

務との

兼務

１ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

業務に

かかる

資格等

１ 　 あ り

資格等

の名称

介護福祉士

介護支援専門員

２ 　 なし

区分 看護職

員

介護職

員

生活相談員



常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤

前年度 1

年間の採

用者数

１ ２ ９ ２ ０ ０

前年度 1

年間の退

職者数

１ １ ４ ２ ０ ０

業務に従

事した経

験年数

1 年未
満の者

の人数

1 年以
上 3 年
未満の

人数

４ １

3 年以
上 5 年
未満の

人数

５ ３

5 年以
上10年
未満の

人数

７ ２ １

10年以
上の者

の人数

１ ５ ５ １

区分 機能訓

練指導

員

計画作成担当者



常勤 非常勤 常勤 非常勤

前年度 1

年間の採

用者数

４

前年度 1

年間の退

職者数

１ ２

業務に従

事した経

験年数

1 年未
満の者

の人数

1 年以
上 3 年
未満の

人数

3 年以
上 5 年
未満の

人数

5 年以
上10年
未満の

人数

１

10年以
上の者

の人数

３

従業者健康診断の実施状況 １ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

６ ．利用料金



居住の権利形態 １ 　利用権方式

２ 　建物賃貸借方式

３ 　終身建物賃貸借方式

利用料金の支払い方式 １ 　全額前払い方式

２ 　一部前払い ・ 一部月払い方式

３ 　月払い方式

４ 　選択

方式

※該当す

る方式を

全て選択

１ 　全額前払い方式

２ 　一部前払い ・ 一部月払い方式

３ 　月払い方式

年齢によ る金額設定 １ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

要介護度に応じた金額設定 １ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

入院等によ る不在時におけ

る利用料金 （ 月払い ） の取

り扱い

１ 　減額なし

２ 　日割 り計算で減額

３ 　入院によ り不在期間が ３ ０日以上になる場合は、 管

理費は半額を減額し、 食費は全額減額する。 但し、 入院

以外の理由によ る場合は、 管理費は減額なし と し、 食費

の半額の人件費以外の食費の半額の材料 ・ 光熱費分を減

額する。

利用料金の改

定

条件 月額利用料の改定については、 急激な物価又は公共料

金等の変動、 定期的に （ 2 年に 1 回 ） 調査する消費者物

価指数の変動、 消費税法及び介護保険法等法律の変更、

提供サービスの形態に変更があった場合等 とする。

手続き 運営懇談会の意見を聴いた う えで改定する。

（ 利用料金プラン （ 代表的なプラン※ １ ） ）

【一人入

居のプラ

ン】

プラン １  

※ １

プラン ２  

※ １

プラン ３  ※ １



入居者の

状況

要介護度 自立 要支援 2 要介護 3

年齢 80～85歳 85～89歳 85～89歳

居室の状

況

床面積 28.50 ㎡ 28.50 ㎡ 28.61 ㎡

便所 １  あ り  

２  なし

１  あ り  

２  なし

１  あ り 　 ２  なし

浴室 １  あ り  

２  なし

１  あ り  

２  なし

１  あ り 　 ２  なし

台所 １  あ り  

２  なし

１  あ り  

２  なし

１  あ り 　 ２  なし

入居時点

で必要な

費用

前払金 15,816,000

円

9,237,360

円

1,555,200円

内、 前払

い金

12,090,000

円、 生活

支援費

3,726,000
円

内、 前払

い金

7,410,000

円、 介護

一時金

1,827,360
円

内、 前払い金 0 円、 介護一時金
1,555,200円

敷金 0 円 0 円 241,800 円
（ 保証金 ： 3 ヶ月分 ）

月額費用

の合計

156,600
円＋実費

166,489
円＋実費

258,802 円＋実費

家賃 0 円 0 円 80,600円

サ│ビス

費用

特定施設

入居者生

活介護の

費用※ ２

0 円
（ 1 割負
担のと

き ）

9,889

円

（ 1 割
負担の

と き ）

21,602円
（ 1 割負担のと き ）



介護保険

外※ ３

食費 58,320

円

58,320円 58,320円

管理費 98,280
円

98,280円 98,280円

介護費用 0 円 0 円 0 円

光熱水費 実費 実費 0 円

その他 実費 実費 実費

・ 電気代の １階及び ３階の居室は、 各自関西電

力と個別契約していただき ます。

・ 上下水道代は、 管理費に含んでいます。

・ NTT又は携帯電話等は、 各自各社と個別契約

していただき ます。

・ 入居者が設置したテレビに係る NHK 放送受

信料は、 ホームが立替払いして、 月額 655 円
／台を徴収し ます。 ただし、 衛星放送等の有

料放送を利用される と きは各自で契約等の手

続きをしていただき ます。

【二人入

居のプラ

ン】

プラン ４  

※ ４

プラン ５  

※ ４

プラン ６  ※ ５

入居者の

状況

要介護度 自立と自

立

要支援 1
と要介護

3

要介護 1 と要介護 4

年齢 75～79歳
と

80～85歳

80～84歳
と

85～89歳

85～89歳と
90歳以上

居室の状

況

床面積 59.21 ㎡ 59.21 ㎡ 28.61 ㎡ ×2 室

便所 １  あ り  

２  なし

１  あ り  

２  なし

１  あ り 　 ２  なし

浴室 １  あ り  

２  なし

１  あ り  

２  なし

１  あ り 　 ２  なし

台所 １  あ り  １  あ り  １  あ り 　 ２  なし



２  なし ２  なし

入居時点

で必要な

費用

前払金 35,696,800

円

21,921,68
0 円

8,599,360円

内、 前払

い金

28,990,000

円、 生活

支援費

6,706,800
円

内、 前払

い金

17,930,00
0 円、 介
護一時金

3,991,680
円

内、 前払い金 5,800,000円、 介護一
時金 2,799,360円

敷金 0 円 0 円 241,800 円
（ 保証金 ： 3 ヶ月分 ）

月額費用

の合計

219,240
円＋実費

240,842
円＋実費

340,848 円＋実費

家賃 0 円 0 円 80,600円

サ│ビス

費用

特定施設

入居者生

活介護の

費用※ ２

0 円
（ 1 割負
担のと

き ）

27,384

円

（ 1 割
負担の

と き ）

41,008円
（ 1 割負担のと き ）

介護保険

外※ ３

食費 87,480

円

87,480円 87,480円

管理費 131,760
円

131,760
円

131,760
円

介護費用 0 円 0 円 0 円

光熱水費 実費 実費 0 円

その他 実費 実費 実費



・ 電気代の １階及び ３階の居室は、 各自関西電

力と個別契約していただき ます。

・ 上下水道代は、 管理費に含んでいます。

・ NTT又は携帯電話等は、 各自各社と個別契約

していただき ます。

・ 入居者が設置したテレビに係る NHK 放送受

信料は、 ホームが立替払いして、 月額 655 円
／台を徴収し ます。 ただし、 衛星放送等の有

料放送を利用される と きは各自で契約等の手

続きをしていただき ます。

※ １ 　代表的なプランは、 最多価格帯及び入居者の平均年齢によ る

※ ２ 　介護予防 ・ 地域密着型の場合を含む

※ ３ 　有料老人ホーム事業と して受領する費用 （ 訪問介護などの介護保険サービスに関

わる介護費用は、 同一法人によって提供される介護サービスであって も、 本欄には

記入していない。 ）

※ ４ 　 プラン ４及びプラン ５ は、 ３階の夫婦居室 （ 二人用 ） Ｆ タ イプの全額前払い方式

を想定

※ ５ 　 プラン ６は、 ２階の介護居室 （ 一人用 ） の ２室の全額前払い方式と一部前払い ・

一部月払い方式の併用払い （ 併用払い方式 ） を想定

（ 利用料金の算定根拠 ）

費目 算定根拠

家賃 家賃は、 部屋の広さ ・ 設備 ・ 日当た り ・ 位置等を勘案し、

共用部分の定員一人当た り の家賃を加えて計算した ものです 。

（ 非課税 ）

敷金 月払い方式の家賃の保証金と して、 3 ヶ月分を納めます。

介護費用 (1) 介護一時金
要支援者及び要介護者から徴収し、 長期推計に基づき、 要

介護者 ２ . ５ 人に対して週 ４ ０ 時間換算で介護 ・ 看護職員を

１人以上配置するための費用と して、 介護保険給付及び利用

者負担で賄えない額に充当するのも と して具理的な算定根拠

に基づいて計算しています。 （ 原則入居時前払い、 課税 ）

１ 年当た り の

介護一時金＝人件費月額 × （ 1/2.5 1/3.0‐ ） 人 ×12 ヶ月×1.08
尚、 ９ ０歳以上の要介護 ３以上の方及び特定疾患 （ 難病 ）



が進行している方並びに末期がん等これに類する と認められ

る方は、 月払い （ 月額 21,600円 ） を選択でき ます。

※介護保険サービスの自己負担額は含みません。

(2) 生活支援費

　自立者から徴収し、 長期推計に基づき、 自立者 １ ２名に対

して介護 ・ 看護職員を １名配置し、 自立者の一時的介護 ・ 看

護等を行 う ため、 ホーム独自の生活支援サービスに充当する

費用です。 （ 入居時前払い、 課税 ）

　 １ 年当た り の

　生活支援費＝人件費月額 ÷自立者人数 ×12 か月 ×1.08

管理費 各居室の水道代、 共用部分の水道光熱費、 各居室や共用部

分の維持管理費、 事務管理部門の事務経費および人件費等を

毎月徴収し ます。 （ 課税 ）

食費 食費は、 人件費 （ 栄養士 ・ 調理師等 ) 、 水道光熱費 ( 水道
代 ・ 電気代 ） 、 材料費、 及び諸経費等を毎月の喫食数に応じ

て徴収し ます。 また、 1 ヶ月当た り の標準的な食費は、 ( 朝
食 432 円＋昼食 756 円＋夕食 756 円 )×30日＝ 58,320円 ( 消費

税 8 ％を含む ) にな り ます。 但し、 厨房の人員を確保する目

的から、 人件費分 ( 食費の50％相当額 ） は召し上がった分と

関係な く基本料金と して 29,160円を徴収し ますので、 喫食数

に上記各朝昼夕の単価の半額を乗じて食費を計算し ます。 尚 、

欠食する場合は、 2 日以上前に申し出ない場合、 喫食した も

のと して計算し ます。 （ 課税 ）

光熱水費等 水道費は管理費に含んでいます。 １階及び ３階の居室の電

気代は、 入居者各自で関西電力と個別に契約していただき ま

す。 （ オール電化仕様 ） ※入居者が設置したテレビに係る

NHK 放送受信料は、 ホームが立替払いして、 月額 655 円／
台を徴収し ます。 但し、 衛星放送等の有料放送を利用される

と きは各自で契約等の手続きを していただき ます。 （ 課税 ）

利用者の個別的な選択

によ るサービス利用料

別添 ２

その他のサービス利用

料

当ホームが想定するサービス以上の個別的介護サービス他

サービスを希望 される場合は、 以下の利用料がかか り ます。

この価格の設定は、 人件費等を勘案して算定しています。

(1) 要介護者等に対する週 ４回以上の入浴



　①清拭… 1 回 540 円
　②一般浴の介助… １回 1,080 円
　③特浴の介助… １回 1,080 円
　※入居者の自己都合や体調不良等によ り週 3 回に満たない

場合、 その不足分は前週や翌週に振 り替え又は持ち越し

でき ません。

(2) 定期以外の居室清掃及びシーツ交換

　①居室清掃… 1 回15分程度が 540 円
　②シーツ交換… １回 1,080 円
　※シーツは、 当ホームが貸与し定期的に交換する ものをい

います。

(3) 定期以外の洗濯又は自立者の洗濯

　①洗濯槽の容量まで… 1 回 540 円
　②外部ク リーニング店利用…実費

　※絹 ・ 毛 ・ 麻等は洗濯不可、 外部ク リーニング店 （ 有料 ）

を利用していただき ます。

(4) 付添い ・ 送迎等

　①付添い又は送迎費…30分 （ 1 単位 ） 1,080 円
　②付添い又は送迎交通費…ガソ リ ン代 ・ 駐車場代 ・ 通行料

等の実費

　※上記の付添い ・ 送迎等は、 近隣の協力医療機関等以外へ

の通院、 入退院、 訪問及び近隣以外の自宅 ・ 買物等の送

迎等をいいます。 また、 近隣 とは 5km圏程度をいい、 近

隣以外への定期的な買い物代行や買い物ツアーの付添

い ・ 送迎等は無料です。

(5) 居室への配下膳

　①入居者の都合の場合… 1 回 540 円 （ 最大 1 日 1,080 円 ）
　※当ホームが体調不良 と判断する場合の居室への配下膳は

無料です。

(6) その他

　①献立及び代替食以外のものを希望 される と きは、 実費を

ご負担いただき ます。

　②経管栄養 ・ ス ト マ ・ 痰の吸引等に使用する消耗品費及び

入居者専用の機器類の購入費は、 実費をご負担いただき

ます。

　③常時専用される車椅子 ・ 歩行器 ・ ポータブル ト イ レ等の

購入は、 1 割程度の事務手数料を含む実費をご負担いた

だき ます。

　④常時専用して使用される自助具 ・ 吸い口 ・ エプロン等の

購入は、 1 割程度の事務手数料を含む実費をご負担いた



だき ます。

　⑤エアーマ ッ ト ・ 体圧分散マ ッ ト ・ 体交用品等を利用され

る と きは、 有料の貸し出し又はご購入と な り ます。 （ 貸

出し例 ： エアーマ ッ ト 月額 3,000 円、 耐圧分散マ ッ ト 月

額 1,000 円、 体交用品月額 500 円等 ）

　⑥駐車場…月額 3,000 円 / 台

（ 特定施設入居者生活介護に関する利用料金の算定根拠 ）

費目 算定根拠

特定施設入居者生活介護に対する自己負担

額

　 1 ヶ月30日のと きの介護保険自己負担
額が １割負担の場合は、 以下のとお りで

す。 2 割負担の場合は、 その倍額です。

（ 平成27年 4 月 1 日現在 ）

【要支援者】

・ 要支援 １… 5,782 円
・ 要支援 ２… 9,889 円

【要介護者】

・ 要介護 １… 17,369円
・ 要介護 ２… 19,406円
・ 要介護 ３… 21,602円
・ 要介護 ４… 23,639円
・ 要介護 ５… 25,804円

特定施設入居者生活介護における人配置が

手厚い場合の介護サービス （ 上乗せサービ

ス ）

(1) 介護一時金
　要支援者及び要介護者から徴収し、 長

期推計に基づき、 要介護者 ２ . ５ 人に対

して週40時間換算で介護 ・ 看護職員を 1

人以上配置するための費用と して、 介護

保険給付及び利用者負担で賄えない額に

充当するのも と して具理的な算定根拠に

基づいて計算しています。 （ 入居時前払

い ）

また、 ９ ０歳以上の要介護 ３以上の方

及び特定疾患 （ 難病 ） が進行している方

並びに末期がん等これに類する と認めら

れる方は、 月払い （ 月額 21,600円 ） を選



択でき ます。

※介護保険サービスの自己負担額は含み

ません。

※介護予防 ・ 地域密着型の場合を含む。 同上

（ 前払金の受領 ）

項目 算定根拠

想定居

住年数

（ 償却

年月

数 ）

厚生労働省の長期推計に基づ く簡易生命表および公益社団法人全国有料老

人ホームのシュ ミ レーシ ョ ンのプログ ラムを使って計算し、 5 歳ご とに平均
化した想定居住期間をい う 。

【自  立  者】

・ ６ ５歳以上 ７ ０歳未満… １ ９ 年 （ ２ ２ ８ ヶ月 ）

・ ７ ０歳以上 ７ ５歳未満… １ ６年 （ １ ９ ２ ヶ月 ）

・ ７ ５歳以上 ８ ０歳未満… １ ３ 年 （ １ ５ ６ ヶ月 ）

・ ８ ０歳以上 ８ ５歳未満… １ ０ 年 （ １ ２ ０ ヶ月 ）

・ ８ ５歳以上 ９ ０歳未満… 　 ７ 年 （ 　 ８ ４ ヶ月 ）

・ ９ ０歳以上　 　 　 　 　… 　 ５ 年 （ 　 ６ ０ ヶ月 ）

【要支援者】

・ ６ ５歳以上 ７ ０歳未満… １ ４ 年 （ １ ６ ８ ヶ月 ）

・ ７ ０歳以上 ７ ５歳未満… １ ２ 年 （ １ ４ ４ ヶ月 ）

・ ７ ５歳以上 ８ ０歳未満… １ ０ 年 （ １ ２ ０ ヶ月 ）

・ ８ ０歳以上 ８ ５歳未満… 　 ８ 年 （ 　 ９ ６ ヶ月 ）

・ ８ ５歳以上 ９ ０歳未満… 　 ６年 （ 　 ７ ２ ヶ月 ）

・ ９ ０歳以上　 　 　 　 　… ４ . ５ 年 （ 　 ５ ４ ヶ月 ）

【要介護者】

・ ６ ５歳以上 ７ ０歳未満… 　 ９ 年 （ １ ０ ８ ヶ月 ）

・ ７ ０歳以上 ７ ５歳未満… 　 ８ 年 （ 　 ９ ６ ヶ月 ）

・ ７ ５歳以上 ８ ０歳未満… 　 ７ 年 （ 　 ８ ４ ヶ月 ）

・ ８ ０歳以上 ８ ５歳未満… 　 ６年 （ 　 ７ ２ ヶ月 ）

・ ８ ５歳以上 ９ ０歳未満… 　 ５ 年 （ 　 ６ ０ ヶ月 ）

・ ９ ０歳以上　 　 　 　 　… 　 ４ 年 （ 　 ４ ８ ヶ月 ）

但し、 要支援又は要介護の方が、 介護認定の更新手続きの結果、 非該当



（ 自立 ） と なった場合、 その変更日 （ 要介護認定の満了の翌日 ） に遡って、

月払いを除 く償却期間に応じた前払い金 （ 家賃の前払い金、 生活支援費、 及

び介護一時金 ） の差額を徴収し ます。

償却の

開始日

入居日の翌日

想定居

住期間

を超え

て契約

が継続

する場

合に備

えて受

領する

額 （ 初

期償却

額 ）

厚生労働省の長期推計に基づ く簡易生命表および公益社団法人全国有料老

人ホームのシュ ミ レーシ ョ ンのプログ ラムを使って計算し、 5 歳ご とに平均
化した想定居住期間を超えて入居契約が継続する期間をいい、 初期償却率に

対応する。

初期償

却率

【自  立  者】 １ ５％

【要支援者】 １ ７ . ５％
【要介護者】 ２ ０％

返還金の算定方法 入居後 ３月以内の契約終

了

入居日の翌日から三月以

内の契約解除の場合又は死

亡によ る契約終了の場合は 、

受領済みの前払い金を全額

返還する。 但し、 利用期間

に係る利用料を下記算定方

法に基づき差し引いて返還

し ます。

返還金＝ ( 前払い金 )
{(前払い金 )×( １ - 初期

償却率 )÷( 償却期間

月数 ×30)}×( 入居経
過日数 )

尚、 想定居住期間を超え

て契約が継続する場合に備

えて受領する費用 （ 初期償



却額 ） は、 上記計算式のと

お り全額返還し ます。

※月額利用料については日

割計算で受領し ます。

入居後 ３月を越えた契約

終了

入居日の翌日から ３月を

越えて契約を解除する場合

又は死亡によ る契約終了の

場合は、 受領済みの前払い

金は、 利用期間に係る利用

料を下記算定方法に基づき

計算した額を差し引いて返

還し ます。

返還金＝ ( 前払い金 )×
( １ - 初期償却率 )×
( 償却期間日数－入

居経過日数 )÷償却期

間日数

尚、 想定居住期間を超え

て契約が継続する場合に備

えて受領する費用 （ 初期償

却額 ） は、 上記計算式のと

お り全額返還し ません。

前払金の保全先 １ 　連帯保証を行 う銀行

等の名称

２ 　信託契約を行 う信託

会社等の名称

３ 　保証保険を行 う 保険

会社の名称

４ 　全国有料老人ホーム協会

５ 　 その他 （ 名称 ： 　－ 　 ）

７ ．入居者の状況 （ 記入日現在 ）

（ 入居者の人数 ）

性別 男性 ２ ０ 人

女性 ４ ３ 人



５ 年以上 １ ０年未満 ２ ６人

１ ０年以上 １ ５年未満 ０ 人

１ ５ 年以上 ０人

（ 入居者の属性 ）

平均年齢 ８ ６ 歳

入居者数の合計 ６ ３ 人

入居率※ ７ ９％

※入居者数の合計を入居定員数で除して得られた割合。 一時的に不在と なっている者も

入居者に含む。

（ 前年度における退去者の状況 ）

退去先別の人

数

自宅等 ０ 人

社会福祉施設 １人

医療機関 １ 人

死亡者 ７人

その他 （ サ高住 ） ３ 人

生前解約の状

況

施設側の申し出 ０ 人

（ 解約事由の例 ）

入居者側の申し出 ４ 人

（ 解約事由の例 ）

①疎遠と なっていた亡 く なった息子の嫁からの

申し出

②生まれ育った都会の賑わいが恋し く なった

（ ご夫婦 ）



③同居する家族 も介護状態と な り 、 費用がかさ

むため

８ ．苦情 ・ 事故等に関する体制

（ 利用者からの苦情に対する窓口等の状況 ）

窓口の名称 当ホームの苦情受付窓口

（ 生活相談員 ）

公益社団法人全国有料老人

ホーム協会

電話番号 0791 75 5558‐ ‐ 03 3272 3781‐ ‐

対応している時間 平日 8 ： 30～17 ： 30 10 ： 00～17 ： 00

土曜日

日曜 ・ 祝日

定休日 なし 土曜 ・ 日曜、 祝日、 年末年

始

窓口の名称 兵庫県西播磨県民局龍野

健康福祉事務所監査指導

課

たつの市福祉部高齢福祉課

介護保険係

電話番号 0791 63 5132‐ ‐ 0791 64 3155‐ ‐

対応している時間 平日 8 ： 45～17 ： 30 8 ： 30～18 ： 00

土曜日

日曜 ・ 祝日

定休日 土曜 ・ 日曜、 祝日、 年末

年始

土曜 ・ 日曜、 祝日、 年末年

始

（ サービスの提供によ り賠償すべき事故が発生した と きの対応 ）

損害賠償責任保険の加入状

況

１ 　 あ り （ その内容 ）

公益社団法人全国有料老人

ホーム協会の 「有料老人



ホーム賠償責任保険制度」

２ 　 なし

介護サービスの提供によ り

賠償すべき事故が発生した

と きの対応

１ 　 あ り （ その内容 ）

当ホームの 「事故対応マ

ニュアル」 に基づ く

２ 　 なし

事故対応及び予防のための指

針

１ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

（ 利用者等の意見を把握する体制、 第三者によ る評価等の実施状況等 ）

利用者アンケー ト調

査、 意見箱等利用者

の意見等を把握する

取組の状況

１ 　 あ り 実施日 毎月第 ３ 月曜日の

運営会議前に意見

箱を開封し報告、

及び年 ２回の運営

懇談会にて報告

結果の開示 １ 　 あ り 　 　 ２  

なし

２ 　 なし

第三者によ る評価の

実施状況

１ 　 あ り 実施日

評価機関名称

結果の開示 １ 　 あ り 　 　 ２  

なし

２ 　 なし

９ ．入居希望者への事前の情報開示

入居契約書の雛形 １ 　入居希望者に公開

２ 　入居希望者に配布

３ 　公開していない



管理規程 １ 　入居希望者に公開

２ 　入居希望者に配布

３ 　公開していない

事業収支計画書 １ 　入居希望者に公開

２ 　入居希望者に配布

３ 　公開していない

財務諸表の要旨 １ 　入居希望者に公開

２ 　入居希望者に配布

３ 　公開していない

財務諸表の原本 １ 　入居希望者に公開

２ 　入居希望者に配布

３ 　公開していない

１ ０ ． その他

運

営

懇

談

会

１ 　 あ り （ 開催頻度 ） 年 ２回

２ 　 なし

１ 　代替措置あ り （ 内容 ）

２ 　代替措置なし

提携ホームへの移行 １ 　 あ り 　 （ 提携ホーム名 ： ）

２ 　 なし

有料老人ホーム設置

等の老人福祉法第 29

条第 1 項に規定する
届出

１ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし

兵庫県有料老人ホー

ム設置運営指導指針

第 4 章 「規模及び構

造設備」 に合致しな

い事項

１ 　 あ り 　 　 ２ 　 なし



合致しない事項がある場合の

内容

第 5 章 「既存建物等の活用の

特例」 への適合性

１ 　適合している （ 代替措置 ）

２ 　適合している （ 将来の改善計画 ）

３ 　適合していない

兵庫県有料老人ホー

ム設置運営指導指針

の不適合事項

不適合事項のある場合の内容

添付書類

　別添 １ ： 事業主体が兵庫県内で実施する他の介護サービス一覧表

　別添 ２ ： 入居者の個別選択によ るサービス一覧表

　 　※ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　様

説明年月日　 　平成　 　年  　  月   　日

説明者署名  

㊞

※被説明者署名  

㊞

※契約を前提と して説明を行った場合は、 説明を受けた者の署名を求める。



別添１　　　　　　事業主体が兵庫県内で実施する他の介護サービス一覧表

介護サービ

スの種類

事業所名称 所在地

＜居宅サービス＞

訪問介護 あ

り

なし

訪問入浴介護 あ

り

なし

訪問看護 あ

り

なし

訪問リハビリテーション あ

り

なし

居宅療養管理指導 あ

り

なし

通所介護 あ

り

なし

通所リハビリテーション あ

り

なし

短期入所生活介護 あ

り

なし

短期入所療養介護 あ

り

なし

特定施設入居者生活介護 あ

り

なし



福祉用具貸与 あ

り

なし

特定福祉用具販売 あ

り

なし

＜地域密着型サービス＞

定期巡回・随時対応型訪問介護看

護

あ

り

なし

夜間対応型訪問介護 あ

り

なし

認知症対応型通所介護 あ

り

なし

小規模多機能型居宅介護 あ

り

なし

認知症対応型共同生活介護 あ

り

なし

地域密着型特定施設入居者生活介

護

あ

り

なし

地 域 密 着 型 介 護 老 人 福 祉 施 設 入 所

者 生 活 介 護

あ

り

なし

看護小規模多機能居宅介護 あ

り

なし

居宅介護支

援

あり なし

＜居宅介護予防サービス＞

2



介護予防訪問介護 あ

り

なし

介護予防訪問入浴介護 あ

り

なし

介護予防訪問看護 あ

り

なし

介護予防訪問リハビリテーシ ﾖン あ

り

なし

介護予防居宅療養管理指導 あ

り

なし

介護予防通所介護 あ

り

なし

介護予防通所リハビリテーション あ

り

なし

介護予防短期入所生活介護 あ

り

なし

介護予防短期入所療養介護 あ

り

なし

介護予防特定施設入居者生活介護 あ

り

なし

介護予防福祉用具貸与 あ

り

なし

特定介護予防福祉用具販売 あ

り

なし

＜地域密着型介護予防サービス＞



介護予防認知症対応型通所介護 あ

り

なし

介護予防小規模多機能型居宅介護 あ

り

なし

介護予防認知症対応型共同生活介

護

あ

り

なし

介護予防支

援

あり なし

＜介護保険施設＞

介護老人福祉施設 あ

り

なし

介護老人保健施設 あ

り

なし

介護療養型医療施設 あ

り

なし

4



別添２　　　　　　入居者の個別選択によるサービス一覧表

特定施設入

居者生活介

護（地域密

着型・介護

予 防 を 含

む）の指定

の有無

なし あり

区分

特定施設入

居者生活介

護費で、実

施するサー

ビス (利用

者一部負担

※１)

個別の利用

料で、実施

するサービ

ス

(利用者が

全額負担)

備考

包含※２

都度※２ 料金

※３

介護サービ

ス

食事介助 なし あり なし あり ※

排泄介助・おむつ交換 なし あり なし あり ※

おむつ代 なし あり 自 己 負 担 

※

入浴（一般浴）介助・清拭 なし あり なし あり 希望による週 3 回を超え

る分　　 ※

特浴介助 なし あり なし あり 希望による週 3 回を超え

る分　　 ※

身辺介助（移動・着替え等） なし あり なし あり 　 

※

機能訓練 なし あり なし あり 　 

※



通院介助 なし あり なし あり ①協力機関は週 2 回まで

保険給付内※

②①を超える分、協力機

関以外は必要に応じて実

費で実施

生活サービ

ス

居室清掃 なし あり なし あり 要介護者は週に 2 回を越

える分　 ※

自立者は週に 1 回を越え

る分

リネン交換 なし あり なし あり 同 上 

※

日常の洗濯 なし あり なし あり 同 上 

※

居室配膳・下膳 なし あり なし あり 希望による居室への配下

膳　　　 ※

入居者の嗜好に応じた特別な食事 なし あり ○ 希望の料理内容によって

異なる　 ※

おやつ なし あり 要介護者のみ

理美容師による理美容サービス なし あり カ ッ ト 以 外 は 実 費 

※

買い物代行 なし あり なし あり 指定場所以外

付添費同額＋ガソリン代

の実費　 ※

役所手続き代行 なし あり なし あり 新宮総合支所

付添費同額＋ガソリン代

の実費　 ※

金銭・貯金管理 なし あり なし あり 必要に応じ管理費で実施 

※

健 康 管 理

サービス



定期健康診断 なし あり ○ 指定する年 2 回の健診以

外　　　 ※

健康相談 なし あり なし あり 適 宜 実 施 

※

生活指導・栄養指導 なし あり なし あり 同 上 

※

服薬支援 なし あり なし あり 同 上 

※

生活リズムの記録（排便・睡眠

等）

なし あり なし あり 同 上 

※

入退院時・

入 院 中 の

サービス

移送サービス なし あり なし あり 付添費＋ガソリン代の実

費　　　 ※

入退院時の同行 なし あり なし あり 付添費＋ガソリン代の実

費　　　 ※

入院中の洗濯物交換・買い物 なし あり なし あり 付添費同額＋ガソリン代

の実費　 ※

入院中の見舞い訪問 なし あり なし あり 付添費同額＋ガソリン代

の実費　 ※

※１：利用者の所得等に応じて負担割合が変わる（1割または 2割の利用者負担）。
※２：「あり」を記入したときには、各種サービスの費用が、月額のサービス費用に包含される場合と、サービス利用の都度払いによる場合

に応じて、いずれかの欄に○を記入する。

※３：都度払いの場合、1回あたりの金額など、単位を明確にして記入する。
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